○滝川地区広域消防事務組合職員に対する児童手当等の認定及び支給に関する事務取扱規程

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　昭和49年８月12日訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成元年３月29日訓令第７号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成９年３月27日訓令第３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成14年11月８日訓令第11号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年７月22日訓令第９号
平成29年３月28日訓令第２号

（趣旨）

第１条　滝川地区広域消防事務組合職員に対する児童手当等（児童手当及び児童手当法（昭和46年法律第73号。以下「法」という。）附則第２条第１項の給付、法附則第７条第１項の給付及び法附則第８条第１項の給付並びに子ども手当をいう。以下同じ）の認定及び支給に関する事務の取扱については、法令に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。

　（受給者台帳）　　　　　　　　　

第２条　総務課長は、児童手当等の認定及び支給事務の処理に当たり、児童手当・特例給付受給者台帳（別記様式。以下「台帳」という。）を備えなければならない。

（認定請求書の処理）

第３条　総務課長は、児童手当等の受給資格及びその額についての認定に係る請求書（以下「認定請求書」という。）の提出があったときは、認定請求書の記載事項について公簿等及び添付書類により確認しなければならない。この場合において、総務課長が特に必要があると認めるときは、確認できない事項又は請求に係る事実を明確にするため、所要の調査を行うことができる。

（認定）

第４条　前条の規定による確認の結果、受給資格があると組合長が認定したときは、併せて支給額を認定するものとする。

２　総務課長は、前項の規定による認定がなされたときは、台帳を作成しなければならない。

（改定請求書の処理）

第５条　総務課長は、児童手当等の額の改定に係る請求書（以下「改定請求書」という。）の提出があったときは、前２条の規定に準じ処理しなければならない。

（改定届）

第６条　総務課長は、児童手当等の額の改定を行うべき事由が生じた際の届書（以下「改定届」という。）の提出があったときは、第３条及び第４条の規定に準じ処理しなければならない。

（職権改定）

第７条　組合長は、改定届の提出がない場合においても、台帳等によって児童手当等の額を増額又は減額すべきものと確認したときは、職権により児童手当等の額を改定することができる。

（その他の届出）

第８条　総務課長は、児童手当等の支給を受けている者（以下「受給者」という。）のその年の６月１日における状況を記載した届書（以下「現況届」という。）、受給者がその氏名を変更したとき、若しくは当該児童手当等の支給要件に該当する者に係る支給要件児童（以下「支給要件児童」という。）のうちにその氏名を変更した児童があるときの届書、受給者が組合の区域内において住所を変更したとき、若しくは支給要件児童のうちにその住所を変更した児童があるときの届出又は児童手当等の支給を受けるべき事由が消滅したときの届書（以下「受給事由消滅届」という。）の提出があったときは、第３条及び第４条の規定に準じ処理しなければならない。

（職権消滅）　　　　　　　　

第９条　組合長は、受給事由消滅届の提出がない場合においても、台帳等によって児童手当等の支給を受けるべき事由が消滅したものと確認したときは、職権により受給事由を消滅処理をすることができる。

（支給日）

第10条　児童手当等の支払は、法第８条第４項に規定する支払期月の一般職の職員の給与に関する条例（昭和47年滝川地区広域消防事務組合条例第６号）第14条の規定による給料の支給期日とする。

（保存期間）

第11条　台帳、請求書、届出等は、それぞれ完結の日の属する年度の翌年度から次の期間保存しなければならない。

　⑴　台帳、認定請求書及び現況届　　５年　　　

　⑵　改定請求書　　　　　　　　　　２年

　⑶　前２号以外の届出書等　　　　　１年

　（施行細目）

第12条　この規程の施行に関し必要な事項は、組合長が別に定める。

　　　附　則

　この規程は、公布の日から施行し、昭和49年７月１日から適用する。

　　　附　則（平成元年３月29日訓令第７号）

　この規程は、公布の日から施行し、平成元年１月８日から適用する。

　　　附　則（平成９年３月27日訓令第３号）

　この規程は、平成９年４月１日から適用する。

　　　附　則（平成14年11月８日訓令第11号）

　この規程は、公布の日から施行する。
　　　附　則（平成22年７月22日訓令第９号）
　この規程は、公布の日から施行し、平成22年６月３日から適用する。

　　　附　則（平成29年３月28日訓令第２号）
　この規程は、平成29年４月１日から施行する。
